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西 山 :戦後地方 におけ る後期 中等教育制度改革 の展開 (1)
表 1 長野県の新制高等学校発足時の学校設置 ･学科設置状況
旧 制 中 等 学 校 1948年新 制 高 校発 足 時 岳9盛 翫 I1949年 存正統合計画 1951年 時 の設 置 小 芋 科 1950年 以 降 の名 称 変 更学 科 設 正 美 男女
北 信 地 区
飯 山 中 飯 山 北 飯 山 北 大 堀 商 共 賞
坂 山 高 女 娠 山 南 坂 山 南 大 家 女 普
下 高 井 農 林 下 高 井 A 林 下 高 井 JL林 A 共 負 .柿 .農家
中 野 高 女 中 野 中 野 大 戦 家 共 普 被
中 野 長 南 中 野 実 業 中 野 実 # Jt 商 共 長 南
町 .請 坂 繭;長 坂 工 業 組 .頒 坂 商 工 須 坂 商 工 商 工 共 商 句1951年三貞坂商業
須 坂 高 女 須 坂 東 須 坂 東 大 家 被 女 昔 被
須 坂 中 学 須 坂 西 親 板 西 大 罪 甘 亡○1965年Z頁坂
上 # # Jt ;天 板 A 業 須 坂 JL 業 良 共 A .蛋 ⇒1958年須坂園芸
姐 .上水内部北部JL 姐 .上水内郡北部JE業 上水内部北部JL* 岐 点 共 JL.A* ⇒1951年上水内北部
上 水 内 A 長 野 A 集 長 野 農 業 A 家 共 Jt ⇒1956年長野吉田
長 野 中 学市 ー長野市 立 中学 長 野 北市 .長 野 市 立 長 野 北 大 罪 普 ⇒1957年長野
市 .長野市 立高女中学 市 -長 野 市 立 市 一長野市立 被 ⇒1968年市立 .尽日
長 野 高 女市 .長野第 二高女 長 野 西兼 長 野 西 * * 女 普
長 野 商 業野 女 子 商 業 長 野 商 業 長 野 商 業 # 共 商
長 野 工 業 長 野 工 業 長 野 工 業 工 男 機 .t .工化･土建
中 条 Jt 中 条 中 条 大 A t モ 共 昔 Jt.農家
組.更級西部A村水内高女組 .見 境 A 兼 井 峡 大 A 家 共 甘
蕪 の 井 高 女姐 .蕪の 第二高女 等 の 井組 .篠 井被服 譲 の 井 大 家 被 共 甘 被
更 級 ■ モ 蚊 JL暮 更 級 Jt 業 暮 共 A.JE家
町 .甲種松代商#組 松 代 高 女代女子帝 組 .松 代 松 代 大 堀 商 家 共 昔 商
屋 代 中 学 屋 代 東 屋 代 東 大 南 共 甘 商 ⇒1963年屋代
姐 .屋 代 高 女 姐 .塵 代 南 塵 代 南 家 被 女 甘 被
姐 .坂 城 A 業 組 .坂 城 Jt業 坂 城 Jt 兼 大 Jt 家 共 A .A技 ⇒1951年坂城
実 情 地 区
上 田 中 学 上 田 松 尾 上 田 松 尾 大 男 普 ⇒1958年上田
上 田 高 女 上 E 染 谷 丘 上 田 染 谷 丘 大 家 被 女 甘 被
上 田 小 県 蚕 業 小 県 蚕 業 A 男 点 .柿 .義 ⇒1962年上田東
丸 子 長 南農 工 丸 子 実 美 丸 子 実 業 * A #工 家 共 普A .農工土木商 被組 .丸 子 高 女 級 .丸 子
組 ,小 県 農 姐 .小 県 Jt兼 小 県 東 部 大 A 家 共 % Jt
清泉女学院短期大学研究紀要(第13号)
旧 制 中 等 学 校 1948年新 制 高 校発 足 時 1949年新 制 高 校再 絹 成 時 1949年 存置統合計画 1951年 時 の設 置 小 学 科 1950年 以 降の名 称 変 更学 科 設 置 案ー男女
組 .望 月 高 女中 学 級 ,望 月組 .川 西 望 月 大 家 商 共 普
小 話 工 業小 話 夜 間 商 業 小 諸 実 業 小 言毒 実 業 商 工 共 積 商 ⇒1955年小諸商業
小 指 高 女 小 諸 小 指 大 家 共 普
町 .軽 井 沢 高 女 町 .軽 井 沢 軽 井 沢 大 家 商 共 普
北 佐 久 点 北 佐 久 農 業 北 佐 久 JL業 農 家 共 兵書 一農産 .A .製道 家
岩 村 田 中 学町 .岩 村 田 高 女 岩 村 EI]町 .岩村田城戸丘 岩 村 田 大 家 共 普
野 沢 中 学 野 沢 北 野 沢 北 大 共 普
野 沢 高 女 野 沢 雨 野 訳 南 家 被 女 昔 被
南 佐 久 耶 JL蚕紙 .中込土木* 年税 . 臼 B]高 女 南 佐 久Jt 業〟定時制中込分校組 .臼 田 臼 田 農 家 共 普A .柿 .木工家技
組 ,南 佐 久 ■ 林租 .南佐久家政女 姐 .南佐久実業 南 佐 久 実美 大 農 家 被 共 甘A .農家 ⇒1975年小海
南 信 地 区
姐 .打 妨 JL 姐 .瀬 妨 Jt業 諏 訪 Jt 美 大 農 家 共 昔■ 被 ⇒1951年T士見
村 .未 明 高 女 組 .永 明 永 明 大 家 共 昔 被 ⇒1959年茅野
市 .打 払 商 業妨女子商肪市立高女 市 .取 払 実 業 諏 肪 実 # 商 被 共 商 被
町 .下 瀬 妨 高 女
町 .下諏妨実業
打 妨 中 学 諏 妨 汁 陳 取 払 汁 梗 大 男 普
Zt 芯 高 女 諏 妨 二 葉 諏 訪 二 葉 大 家 女 普
岡 谷 高 女市 .岡 谷 高 岡 谷 東市 .岡 谷 北 岡 谷 東 大 家 女 昔 被
市 .岡 谷 中 学 柿 .岡 谷 南 岡 谷 南 大 男 甘 商
岡 谷 工 業 岡 谷 工 業 岡 谷 工 業 工 男 機 .エ化 .紘
伊 北 上 両町 .辰 野 高 女 辰 野 実 業町 .辰 野 辰 野 大 農 商 家 共 昔A 荷
姐 .中 箕 輪 十 年村 高 女 姐 .中 実 損 中 箕 輪 大 家 A 共 普 申1960年箕輪や 4 工業
上 伊 那 Jt業町 . 那町立高女 上 伊 那A 業町 . 那 東 上 伊 那農 業 土 工 共 JL.#
町 .高 遠 高 女速 Jt 業 町 .高 遠 高 速 大 家 点 共 普 Jt 被
伊 那 中 学町 .伊那町立高女 伊 那 北町 .伊 那 兼 伊 那 北 大 共 普
伊 那 高 女町 .伊那町立高女 伊 那 同町 .伊 那 東 伊那弥生ケ丘 大 家 被 女 昔 被
町 .赤 穂 高 女Jt 商 町 .赤 穂 赤 枝 大 農 商 家 共 昔 A 荷
坂 田 中 学 坂 田 兼 坂 田 高 松 大 共 普 ･41958年飯El)
坂 田 高 女市 .坂田市立高女 坂 田 西柿 .坂 田 市 立 坂 田 見 越 家 被 女 昔 被
坂 田 商 工 坂 田 実 業 坂 田 長 姫 商 工 共 土 十
西 山 :戦後地方 におけ る後期 中等教育制度改革 の展開 (1)
旧 制 中 等 学 校 1948 年新 制 高 校発 足 時 岳9盛 軸 1949年 存置統合計画 1951年 時 のl設 置 小 芋 科 1950年 以 降 の名 称 変 更学 科 改 正 案 男女
中 信 地 区
木 書 中 字 木 甘 古 木 曾 西 大 槻 男 普
木 曾 高 女 * + i 木 曾 東 大 家 女 普
木 曾 山 林 木 曾 山 林 木 曾 山 林 柿 男 柿 .木工
東 筑 申 長町 .塩 尻 高 女 東 筑 呼 Jt 美組 .塩 尻 桔 梗 ケ 原 大 農 家 被 共 昔 点 被農家 ⇒1965年塩尻
組 .雨 安 * 虎 寄付 東筑畔西部A 組 .梓 虎 井村 東筑舟西部Jt 梓 川 農 家 共 甘 鹿
松 本 工 業 松 本 工 業 & * I # 工 罪 機 .t
松 本 第 二 中 学 松 本 県 ケ 丘 松 本 県 ケ丘 大 罪 普
市 .松本市立高女中学本市立女子商 市 .松 本 市 立 柿 .松本市立 昔 被 ⇒1954年県立 .松本美須々丘
松 本 中 学 松 本 深 志 松 本 深 志 大 罪 普
松 本 高 女本 第 二 高 女 松本蛾ケ叫. 本 暮 港 松 本 姐 ケ埼 大 家 女 普
･JL 科 高 女 豊 科 土 科 大 家 共 普
南 安 I Jt 南 安 JtA 兼 甫 安 I JL業 ▲ 共 A.JLi
組 .捷 高 A 業 姐 .穂 高 Jt業 穂 高 Jt 兼 ▲ 共 Jt 商 菅 ⇒1950年穂高71 捷 商業
姐 .北 安 I Jt井 姐 .北 安IA兼 北 安 I JL業 大 衣 l 共 昔 よ.■家 ⇒1963年池田工業
大 町 中 学 大 町 甫 大 一一町 甫 大 地 商 共 書 面 ⇒1959年大町
出典‥鳩 謂 寂等要至芸三幸娼 至芸苧芸悪霊殊鷲も妄鮎 竺肝 要管琵芹 .位iE･Lた
表 2 旧制中等学校の状況
設置者別 地 区 別 合計 学 校 種 別 地 区 削 合計北信 東信 南信 中信 北信 乗信 南信 中信
県 立 18 13 12 13 56 旧 中 学 5 4 4 5 18
旧高等女学校実 業 ll16 913 140 79 418県立外 14 14 17 8 53
旧青 年 学 校 0 1 1 02
設置 市級 36 210 62 3 1421 莱 農 業 系 9 8 6 7 30
育 町 4 2 7 1 14 莱 商 業 系 5 2 3 1 ll

















































































































































北 信 棄 信 南 信 中 信 汁
A B A B A B A B A B
大学 .普通科 13 13 11 13 13 14 10 13 47 53
職 農 業 系 9 9 7 7 7 6 6 6 29 28
業 商 業 系 6 5 5 3 4 5 1 2 16 15
課 工 業 系 2 1 3 2 3 2 li l 9 6




学科設置案 (1949年) 1951年 設 置 状 況
早独 合 計 27校 (36.5%)合 計 40校 (52.6%)
内 大 字 進学 11校 普 通 科 23校
農 業 系 9校 農 業 系 11校
校 釈 商 業 系 1校 商 業 系 2校工 3 工 3
家 庭 系 3校 家 庭 系 1校



























校 4校のうち大学進学課程を併置するものが 2校 (中条､坂城農業)という案であった｡
東信地区は､旧制中学4校､旧制高女 9校､旧制実業13校､青年学校 1校の計27校を母胎と
して新制高校17校としたDうち単独校は4校､総合校は13校であった｡旧中学系の高校 4校の
うち単独校は2校で､望月高校は家庭 ･商業､岩村田高校は家庭課程を併置し､旧高女系およ
びそれを含み統合した高校 5校のうち単独校はなく､大学進学準備課程を併置するもの3校､
それ以外の多課程校 2校とした｡旧実業系8校のうち､実業単独校は1校で､総合校 7校のう
ち大学進学課程を併置するが4校 (丸子実業､小県東部､参科､南佐久実業)という案であっ
た｡
南信地区は､旧制中学 4校､旧制高女14校､旧制実業10校､青年学校 1校の計29校を母胎と
して新制高校19校 とした｡うち単独校は7校､総合校は12校である｡旧中学系の高校 4校はす
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ベて単独校､旧高女系およびそれを含み統合
した高校11校のうち単独校はなく､大学進学
準備課程を併置するもの8校とした｡旧実業
系4校のうち､実業単独校は3校で､大学進
学課程を併置したものは1校 (諏訪農業)と
いう案であった｡
中信地区は､旧制中学 5校､旧制高女 7校､
旧制実業9校の計21校を母胎として新制高校
17校 とした｡うち単独校は7校､総合校は8
校である｡旧中学系の高校 4校のうち､3校
は単独校で､大町南だけが商業課程を併置す
る｡旧高女系およびそれを含み統合した高校
5校のうち単独校はなく､すべて大学進学準
備課程を併置し､旧実業系6校のうち実業単
独校は4校で､大学進学課程を併置したもの
は1校 (北安曇農業)であった｡
以上､地域別に概観したが､市町村立学校
を多く統合した東信地区で総合制高校が多く､
比較的統合を経ずに発足した中信地区が単独
校が多いといえる｡また､旧制中学系高校で
は､16校中単独校は11校､総合校は5校で､
旧制中学の総合制化が明確に予定されていた
とは言えない｡旧高女系では､29校中単独校
は1校のみで､残りはすべて総合校であった｡
旧実業系の場合､29校中単独校は15校､総合
校は14校と相半ばしたが､普通科併置は8校
で､総合制を意図した計画であった｡統合計
画における学科案がどのように各高校に受け
入れられ､また実現されなかったか､各高校
の反応や対応を詳細にみることは今後の課題
としたいが､1951年時の学科配置を見るかぎ
り､総合制が十分浸透したとは言えない｡単
独校が総合校を上回り､しかも普通科単独校
が倍増したからである｡計画案では大学進学
課程+職業課程で構想されながら､実際には
普通科単独となったのである｡計画案で単独
ll
校であったものが総合校へ変更したケースは
4件に過ぎず､逆に総合校案から単独校への
移行が16件であった｡
旧制中学系では､屋代東､岡谷南､大町南
の3校で商業科併置のほかは､すべて普通科
単独となった｡この3校のその後の展開は後
述する｡旧高女系では､単独で新制高校-移
行した場合､計画案では普通科+家庭系とな
り､実業学校と統合された場合､普通科十他
の職業学科となった｡しかし､実際には家庭
系を切 り放し普通科単独となったケースも多
く､それらは旧中学系の普通科高校に近い位
置を目指したといえよう｡一方､高等女学校
と実業学校の統合で普通科を併置した高校や､
実業高校に普通科を新設した高校は総合制の
理念を実現したものといえるが､旧中学 ･高
女系の普通科高校との格差を認識せざるをえ
ない結果となった｡高等普通教育の場の分化
がその後の学校格差を助長する役割を担った
と考えられる｡
4.旧制中学系高校の動向一商業科の
廃止問題
旧制中学の多くが普通科単独校となった一
方､屋代東､大町南､岡谷南の3校は商業科
を併設した総合校で出発した｡しかし､前 2
校は1954年に､岡谷南は1960年に商業科を廃
止し､普通科単独校となった｡もともと総合
制に対する県教委の対応は､単一高校におけ
る総合制ではなく同一学区内における地域総
合制を目指すようであった｡したがって､す
べての旧制中学を総合校にする計画はなく､
各地域の学科配置の中で必要な学科を併置す
ることとなった｡しかし現実には､総合制理
念の実現の問題として､それを生かす条件整
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備や対応に乏しかった｡『長野県教育年報』(昭
和26年度版)では､総合制の反省として､｢学
校経営が複雑多岐にわたり運営が困難になる
場合が多い｡各教育課程の特色を十分に発揮
することが難しい｡総合制ということにとら
われて､地域の必要とマッチせず不合理に教
育課程を増設した面がある｡実施3年を顧み
て地域の必要､学校の施設､設備等から見て
実情に則しない教育課程がある｡｣と指摘し
た｡屋代東高校では､商業課程の募集停止に
対して ｢商業科を最後まで守ろうとしたもの､
普通科-の転科を希望したものの二つの流れ
があった｣(20) という｡そして､廃止に至った
原因を次のように指摘する｡(21)
｢総合制への指向は失敗に終った｡しかし､
その原因は果たして 『年報』の指摘するが
如きところにあったのであろうか｡そうは
思えない｡米国教育使節団の意図した総合
制とは､生徒が自由に選べるコースを豊富
に用意してやるというところにあった｡と
ころが我が国で､あるいは本県で実施した
それは､単に一つの高校に複数のコースが
あるだけで､生徒が自由に選べるものでは
なかった｡いなむしろ､成績によって輪切
りにされた受験生がいやおうなしに押し込
まれているものであった｡我が国の受験地
獄が､学歴社会の弊が総合制高校を押し潰
したのだろう｡高校格差を生んだものと同
じものが総合制の芽を摘んでしまった｡｣
旧制度で培われてきた受験体制が､戦後も変
わることなく堅持され､そのような体制の中
で､形式だけの ｢総合制｣は根付きえなかっ
たという指摘である｡
一方､大町南高校は､商業科の当時の条件
整備の不備を指摘している｡(22)
｢古ソE]バン十数個 軌道に乗らぬ商集科
昨年度より併置された本校商業科も-昨年､
今年と募集人員にぎりぎりというさびしさ
でなお減少する可能性すらあり､教員の不
足および商業面の特殊教科として最も必要
とされている実習､実験器具と設備の皆無
に-完全な軌道に乗り切れないうらみがあ
るo･･･商業科を併設しても特別に予算を県
側は計上しないので早急の充実は不可能で
ある｡｣(大町南高校新聞第11号)
こうした現状をふまえ､県へ予算措置を訴え
たが認められず､逆に廃止を伝えられた｡商
業科が困難を伴ってはいたが､いかに盛り立
てていくかに腐心していた高校側としては､
廃止は唐突であった｡廃止を了承した高校は､
次のような同意書を提出した｡(23)
｢商業科廃止に関する校長の意見書 (同意
書)
一､中信地方の如く地域の広さに比して
高等学校が多数に存在する場合総合制
高等学校は教育効果の上からも経済的
な面からも不適当である｡
一､商業課程の設置が必ずしも地域社会
の要望するところではなかったこと｡
一､本校が長い伝統を有する中学校より
出発せるため純粋の普通科高等学校た
る事-の希望が強いこと｡｣
学科配置と地域の要求とがミスマッチであっ
たことに加え､普通科に併置した商業科をよ
り手厚 く援助しなかったこと､そして､旧制
中学の伝統がそれを忌避した感がある｡旧制
中学の総合制からの離脱は､旧来の普通科の
位置づけを堅持することを意味し､他の普通
科高校 (主に旧高等女学校系)や総合制高校
普通科 (主に旧実業学校や高女との統合校)
との種別をEAることになった｡同時に､商業
科を切り放したことも､普通科と職業科との
西山 戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (1)
違いを改めて強調する結果となったと考える｡
むすびにかえて
戦後改革における長野県の高校制度の発足
過程を概括したが､その特徴を以下にまとめ
る｡第1に､新制高校への再編成は､旧制の
中等学校を基盤として行なわれたが､その移
行は､地区ごとの学校配置計画の中でとくに
県立外学校の学校統合を促進することによっ
て穏便に進められた｡しかし､県立外学校の
県立移管は当時の財政事情によって地元負担
を余儀なくさせ､旧県立校との格差を引きず
る結果となったと考えられる｡第2に､学校
統合は各学校の学科設置に大きな影響を与え
た｡総合制の条件整備 として学校統合は効率
的であったが､統合後の総合制-の手掛か り
は極めて弱かった｡その結果､多課程併置と
総合制との差異が見出せなかったことは､戦
前の各学校の基盤をそのまま継承することに
つながったと考えられる｡また､旧制中学の
多くが総合制の枠外に置かれたことも､旧制
度との連続性を保つことになった｡第3に､
県の学科設置案 と実施との相違がある｡総合
校から単独校へ､ことに普通科単独が多く､
旧来の単独普通科､総合校から単独校化する
ことによる単独普通科､総合校における普通
科 と､普通科において3つの層が戦後間もな
い時期に生じ､また普通科/職業科の二元化
も継続することになった｡
戦後改革後､高校教育は ｢多様化｣政策の
もとで大きな展開を見せていく｡本稿で取 り
上げなかった ｢学区制｣問題や産業構造の変
化､そして進学率の高まりの中で､長野県の
高校教育が国の施策にどう対応し変貌してい
くか､また､各高校の具体的な対応などは今
13
後の課題としたい｡
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(1)高校教育の問題点を指摘する研究は相当数
にのはるが､例えば門脇厚司･陣内靖彦 『高校
教育の社会学』(東信堂､1992)では､神奈川県
の高校を事例に､生徒･教師の意識やそのメカ
ニズムを詳細に分析している｡
(2)教育制度研究では､この課題はインテグレ
ーションの問題とされ､とくに中等学校制度の
統合問題は､各国に共通する問題として存在し
てきた｡
(3)たとえば､佐々木享『高校教育論』(大月書
店､1976年)､同 『高校教育の展開』(大月書
店､1979年)｡
(4)高校制度の地方史を取り上げたものとし
て､門脇厚司･飯田浩之編『高校教育の社会史』
(東信堂､1992)､山田朋子｢北陸地方における
新制高等学校の制度化過程｣(関西教育行政学
会紀要『教育行財政研究』第21号､1994年)､同
｢後期中等教育の展開に関する研究｣(関西教
育行政学会紀要『教育行財政研究』第20号､1993
年)などがある｡
(5)小西謙 『星条旗の降りるまで』信濃教育会
出版部､1957年､p.139.
(6)長野県教育委員会 『長野県教育委員会三十
年史』長野県教育史刊行会､1980年､p.135.
(7)小西謙､前掲書､p.135.
(8)同上､p.140.
(9)同上､p.180.
(10)同上､p.180-p.181.
(ll)学校統合に関した各高校､市町村からの陳
情の動きについては､長野県教育委員会､前掲
書 (p.140-p.143.)を参照｡
(12)長野県教育委員会､前掲書､p.144.
(13)小西謙､前掲書､p.181-p.182.
(14)山内太郎編 『戦後日本の教育改革5 学校
教育』東京大学出版会､1972年､p.350～p.355.
(15)北陸3県の統計については､山田朋子 ｢北
陸地方における新制高等学校の制度化過程｣
(関西教育行政学会紀要 『教育行財政研究』第
21号､1994年)を参照したD
(16)当時の全国の高校の学校統合の状況につい
ては､国立教育研究所編『日本近代教育百年史
14 清泉女学院短期大学研究紀要(第13号)
第6巻 学校教育4』(文唱堂､1974年)におけ
る統計 (p.323.)を参照したO
(17)ここでは､すでに2種類の高校を前提とし
て､高等普通教育を主とする高等学校において
は大学進学準備課程 (A)と職業準備課程 (B)
の例を示し､実業を主とする高等学校の教科課
程とは区別している｡
(18)文部省『新制高等学校教科課程の解説』1949
年O
(19)文部省学校教育局『新制高校の手引き』1947
･l:L_
(20)屋代高校六十年史刊行会 『屋代高校六十年
史』東京法令出版､1983年､p.496.
(21)同上､p.496.
(22)大町高校記念誌委員会『大町高校八十年史』
東京法令出版､1982年､p.641-p.643.
(23)同上､p.655.
